
平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 48 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業登録等の事務の国から都道府県への移譲 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業登録等の事務に係る権限を国から都道府県に移譲することを求

める。 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

毒物及び劇物取締法及び同施行令に基づき、毒物劇物製造（輸入）業に係る登録、登録更新、登録変更及び変

更届出等の事務については以下の区分で行うこととされている。 

〔厚生労働大臣〕 

・原体の製造（輸入）を行う業者 

〔都道府県知事〕 

・製剤の製造（製剤の小分けを含む。）又は原体の小分けのみを行う製造業者 

・製剤の輸入のみを行う業者 

 なお、厚生労働大臣が行うこととされている事務については、都道府県知事が申請書受付、現地調査及び登

録可否に係る副申を地方厚生局に行っている。 

【支障事例】 

・厚生労働大臣が行う事務については、都道府県と地方厚生局間の郵送等に時間を要するため、都道府県知

事が行う事務と比べ１か月程度多くの時間がかかっている。 

・原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業者からは、地方厚生局での登録票発行を急いでほしい旨の要

請が寄せられている。 

・なお、これまでに各申請に対する処分（登録可否等）について、福岡県の副申内容と地方厚生局の審査が異な

る結果となり、協議を行った事例等はこれまで生じたことはない。したがって、国が行う事務を都道府県で処理す

ることは可能と考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

都道府県から地方厚生局への進達や地方厚生局から都道府県への登録票の郵送等がなくなることで、事務処

理期間の短縮が図られ、原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業者の利便性を高めることができる。 

 

根拠法令等 

毒物及び劇物取締法 

第 4 条第 1項から第 3号まで、第 7条第 3項、第 9条、第 10条第 1項、第 17条第 1項、第 19 条第 1項から
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第 4項まで、第 21 条第 1項及び第 23条の 3 

同法施行令第 36 条の 7 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福島県、滋賀県、徳島県 

 

○当県では、地方厚生局登録営業者が多数を占めており、これらの業者からの相談・申請が多く、急を要する

毒劇物の追加製造・輸入の申請があった場合、早急な対応が困難であり、業者の利益及び利便性を損ねる。 

○毒物及び劇物取締法及び同施行令に基づく、毒物・劇物の製造業や輸入業に係る登録、登録更新、登録変

更及び変更届出等の事務のうち、厚生労働大臣が所管している事務については、提案県と同様に、県知事が

所管する事務と比べ副申等の手続に要する期間分多くの時間を要している。 

これまでに各申請に対する登録可否等について、本県の副申内容と地方厚生局の審査が異なるなど、協議を

行った事例等がないのも提案県と同じ状況であり、事業者の利便性の観点から都道府県において処理できるの

が望ましいと考える。 

○・当県においても、原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業者からは、地方厚生局での登録票発行を

急いでほしい旨、要請があったケースがあった（特に、登録変更申請について）。 

・なお、これまでに各申請に対する処分（登録可否等）について、当県の副申内容と地方厚生局の審査が異なる

結果となり、協議を行った事例等はこれまで生じたことはなく、国が行う事務を都道府県で処理することは可能と

考える。 

 

各府省からの第１次回答 

毒物又は劇物のうち特にリスクの高い原体（100％の純度のもので毒性・劇性が非常に強い）は、広域的に流通

するものもあり、不慮の事故及び何らかの甚大な災害等が発生した場合、自治体を超えた広域的な影響を及ぼ

す恐れがある。そのためにも、このような事態が発生した場合、国では係る事態に対応するため、迅速に情報を

把握する必要がある。自治体において災害発生時等における対応及び事務取扱の状況等について把握した上

で、地方厚生局と情報共有しながら当該情報の把握を可能とする組織体制の構築等の整備が行われれば、事

務権限の移譲が可能であると考えられるため、まずは都道府県における実態の把握を行うことにより事務権限

の移譲について検討したい。 

 なお、本提案を行った自治体が主張する提案理由は、①地方厚生局において審査期間が長期（１か月以上）

に及ぶこと、②地方厚生局へ進達後の地方厚生局から当該進達案件について都道府県に対する協議がないこ

と、③原体を製造（輸入）する毒物劇物製造（輸入）業者から、早急な登録の要請があることの３点である。 

 ①に関しては、事務処理期間が長期（１か月以上）に及ぶ事例について自治体に確認を行ったが、自治体から

具体的な事例の提示はなされていない。当該事務の標準事務処理期間は 60 日と規定されているが（平成６年

９月 28日 薬務局長通知、薬発第 836 号）、書類に不備等なければこの期間より短期間で（平成 28年度実績で

は平均処理日数は 3.8 日）処理されている。地方厚生局において１か月以上時間を要する場合があるのは、書

類の不備等必要な手続きを行っているためであって、事務処理に時間を要している訳ではないと考える。②に関

しては、仮に都道府県に登録等に係る事務権限を移譲したとしても、登録基準は都道府県であっても地方厚生

局であっても登録可否等の判断は同一であることから、書類の不備の是正等に要する期間が短縮するとは考え

にくく、結果として、事務権限の移譲による効果（事務処理期間の短縮）は得られないものと考えられる。③に関

しては、事業者より事務手続きを急ぐよう要望いただいているという事例を、当方では把握しておらず、具体的に

御教授いただきたい。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 186 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

児童扶養手当受給者が公的年金給付金を遡及受給した際の事務負担の軽減 

 

提案団体 

奥州市 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

児童扶養手当受給者が公的年金給付を遡及して受給し、公的年金給付額が児童扶養手当額を上回った場合、

児童扶養手当と公的年金給付の重複期間については、遡って手当を返還させる必要があるため、公的年金給

付の支給額から児童扶養手当返還額を差し引いた額を受給者へ支給できるようにされたい。 

 

具体的な支障事例 

○公的年金給付を遡及して受給する場合、児童扶養手当の返還額が数十万円～百万円となる場合があり、本

市では５世帯、手当返還額約 300 万円が未納のままとなっている。また、公的年金給付が支給されても浪費等

により児童扶養手当の返還に応じることができないケースも見受けられ、分割納付により返還完了まで数年に

及ぶ場合がある。 

○定期的な児童扶養手当受給者への聞き取り、年金関係機関への照会等により児童扶養手当返還額の未納

の防止に努めているが、手当受給者全体の人数が多いことから、毎年数名程度の未納者が発生している。 

○児童扶養手当受給者のうち精神疾患による障害年金受給者が増加傾向にあり、児童扶養手当の返還の発

生そのものが受給者の心理的負担となっている。 

○年金受給を理由に児童扶養手当が支給停止となることへのクレームも多く寄せられている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

児童扶養手当返還額の債権管理業務の負担軽減に繋がり、債権回収率が高くなることで財政負担の軽減（児

童扶養手当事業は、財源が国費 1/3、市費 2/3）にも繋がる。また、児童扶養手当受給者にとっても手当返還額

と公的年金給付金遡及支給額とを清算した上で公的年金給付金を支給することで、手当返還額の納入手続き

の負担を軽減することができる。 

 

根拠法令等 

児童扶養手当法第 3 条及び第 13 条の 2 

児童扶養手当法施行令第 6 条の 3 及び 4  

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福島県、郡山市、群馬県、川崎市、平塚市、厚木市、海老名市、新潟市、大垣市、多治見市、静岡県、沼津市、

磐田市、豊橋市、春日井市、城陽市、箕面市、伊丹市、出雲市、山陽小野田市、徳島県、高松市、飯塚市、春日

市、熊本県、宮崎市、延岡市、鹿児島県 
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○障害年金受給にかかる返納金発生は、当市においても多数事例があるが、債務承認書をとり、納付書を送付

しても全く納付してくれない者や、催告をしても逆に、返納が発生したのは行政の怠慢と言われることがある。整

備を行ってもらえれば、返納のとりこぼしもなく、財政負担軽減につながる。 

○本県においても、次のとおり支障事例がある。公的年金給付の遡及支給による児童扶養手当の返納金債権

は、31 件、13,987 千円に上る（平成 28 年度）。公的年金給付が遡及される性質上、返還金の発生を完全に防

止することは不可能であり、また、受給者に過失が認められないケースも多いため、手当の返還について理解を

得ることは容易ではない。公的年金給付の支給額から児童扶養手当返還額を差し引いた額を受給者へ支給で

きるようになれば、返還金債権発生の大幅抑制が期待できるとともに、債権者・債務者双方にとっての心的・事

務的な負担軽減となる。 

○児童扶養手当受給者に公的年金が遡って支給されることが確認できた時点で、その後の児童扶養手当過払

金債権が発生しないよう、初めての年金支給日に合わせ速やかに児童扶養手当が返還されるよう事務手続き

を進めなければならないこと、また、受給者と直接関わる町村担当職員に受給者への返還指導を依頼するな

ど、債権発生を未然に防ぐための事務負担増となった事例は、当県においてもある。 

○【支障事例】 

障害年金については、定期的な確認では受給権の有無の確認が困難であり、さらに遡及して障害年金の受給

権が該当することもあり、手当の返還額も高額になる。年金受給開始後に受給権が発覚した場合は、返還額が

高額だと一括での返還が困難になるケースもある。 

【制度改正の必要性】 

公的年金給付額から児童扶養手当額を差引くことで児童扶養手当受給者の負担が軽減できる。 

○当市でも、精神疾患による障害年金が、遡及して支給決定されたことにより、返還金が発生し、同様に返還金

の発生自体も心理的負担になっていることに加え、外出が困難な病状の場合もあり、金融機関まで納入手続き

に行く手間も、本人の負担となり返還が進まない事例がある。 

○本市においても同様の支障事例は発生している。この提案は遡った期間の公的年金が一括して給付される

際に、児童扶養手当の返還額を差し引きする話であると捉えているが、年金の支給額、受給者の生活状況や他

の債権の存在など個々の状況を精査した上で、提案事項のような選択肢があることは有効と考える。 

○本市で公的年金を遡及して受給することにより過払いが発生し現在返納している件数が 9 件、債権残額が

4,990,120 円となっている。受給者から公的年金の申請をしたことについて連絡が有った場合でも、遡及して受給

が決定となるため過払いが発生してしまう。遡及して公的年金の受給が決定した場合、手当の過払い金額も高

額となるため、分割返納となると完納まで長期間かかってしまう。未納が続き督促等をしても返納をしてもらえな

いことがある。また、日中仕事をしているため、納付書等で銀行振込することが難しいとの意見もある。公的年金

給付額から児童扶養手当返納額を差引くことで、債権を確実に回収することができ、財政負担の軽減が期待で

きる。また、返納者が銀行等に出向き、返納手続きをする負担を減らすことができる。 

○公的年金が遡及支給となり、児童扶養手当返還金が高額となるケースが年数件ある。相殺ができれば、こう

したケースの債権管理は不要となる。 

○本市においても児童扶養手当受給者が障害年金を５年分遡って受給したケースがあった。年金が振り込まれ

る前に、返還について同意を得ることができたので、滞納にはならなかったが、受給者は児童扶養手当が生活

費の収入としており、年金を受給しても同様であるため、生活ができないという主張で、返還について最後まで

納得されていなかった。債権回収が円滑に完了するかは、返還する本人の意識による部分が影響するため、本

人の同意に関係なく、公的年金給付の支給額から児童扶養手当返還額を差し引いた額を受給者へ支給できる

ようにされたい。 

○本市においても、公的年金を遡及して受給したことによる返還金約 550 万円が未納になっている。 

○当市では、同様の案件による未納額は７世帯、5,827,580 円となっており、債権回収の懸案事項となっている。

児童扶養手当と公的年金の全額併給を認められていないため、それぞれが調整を図って支給すべきであり、児

童扶養手当の受給の際には、年金関係機関へ年金支給額を確認して支給していることからも、年金受給の際に

は児童扶養手当の受給状況を確認した後に支給すべきではないか。 

児童扶養手当額を差し引いた分について、自治体に支給するか、年金額を減額するかについては法整備等に

より対応していただきたい。 

○公的年金給付を遡及して受給したことで、児童扶養手当債権が発生した事例が直近でも５件あり、１件あたり

が数十万～百万円と高額であること、また公的年金給付を受けた場合は返還の必要があることを知らずに支給

を受けてすぐに消費するなど、児童扶養手当の返還に応じることができないケースも見受けられ、数年にわたっ

て分割納付により対応するなどで債権回収事務が大きな負担となっている。 

○障害年金受給者は、遡及して給付を受ける事例が多く、定期的に児童扶養手当受給者への聞き取りをしてい

ても債権の発生自体を防ぐことは困難である。 

○児童扶養手当受給者のうち精神疾患による障害年金受給者が増加傾向にあり、児童扶養手当の債権の発
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生そのものが受給者の心理的負担となっている。 

○公的年金の支給に係る事務の処理期間が短縮されれば、誤支給の防止につながると考えられますが、もとよ

り年金サイドにおける児童扶養手当との併給調整の制度啓発を主体的・継続的に取り組まれることが必要であ

ると考えます。 

○周知をしていてもこのようなケースが発生することは懸念されるところである。当事者的には遡りの返還は納

得のいくものではなく、すんなりとは返してもらえない事もある。年金から調整されれば返還の負担は軽減される

と思われる。 

○年金を遡及して受給したことにより、児童扶養手当の返還金が高額となり、一括での返還も困難なため、長期

間にわたる返還計画を結ぶ事例がある。提案内容のように制度を変更することにより、受給者も自治体も負担

軽減につながることが期待できる。 

○公的年金を遡及して受給する場合、当市においても児童扶養手当返還額が一人当たり数十万から数百万円

となる場合があり、現在も未納のままである。また、公的年金給付が支給されても浪費等により児童扶養手当の

返還に応じることができないケースも見受けられ、分割納付により返還完了まで数年に及ぶ場合がある。 

○定期的な児童扶養手当受給者への聞き取り、年金関係機関への照会等により児童扶養手当返還額の未納

の防止に努めているが、手当受給者全体の人数が多いことから、毎年数名程度の未納者が発生している。 

○児童扶養手当受給者のうち精神疾患による障害年金受給者が増加傾向にあり、児童扶養手当の返還の発

生そのものが受給者の心理的負担となっている。 

○本市においても同様な状況であり、平成２８年については７件中５件、約３００万円の滞納があり。なかには、

公的年金給付を５年遡及して受給し、児童扶養手当の返還額が 277 万円にもなるケースもある。分割納付によ

り返還完了まで長期に及ぶ場合が多い。 

○公的年金給付を遡及して受給する受給者の把握が難しく、年金関係機関や、市民課、生活福祉課等からの

情報提供等、早期把握の検討している。 

○年金が遡及し支払われるが、一方で児童手当で,その分を返還することになることに理解が得られないケース

が多くみられ、滞納に繋がっている。 

○・本市においても同様の事例があり、関係機関への照会等から債権発生の防止や発生後の未納防止に努め

ている。 

・しかし、毎年数名程度の未納者が出ていることから、年金給付額から手当返還額を調整し、調整分を給付期間

から自治体へ返還することにより、受給者負担（債権発生に伴う心理的負担や納入手続の負担）を軽減すること

ができる。 

○本市では現在、1 世帯、手当返還額約 300 万円が未納のままとなっている。年金事務所等への照会等によ

り、早期発見及び納付に努めてはいるが、債権としては毎年数件発生している。 

○公的年金給付を遡及して受給する場合、児童扶養手当の返還額が数万円～百万円となる場合があり、本市

では１０世帯、手当返還額約５６0 万円が未納のままとなっている。また、公的年金給付が支給されても生活が

苦しい等により児童扶養手当の返還に応じることができないケースも見受けられ、分割納付により返還完了まで

数年に及び、または支払能力がないことにより不納欠損となる場合がある。 

○定期的な児童扶養手当受給者への聞き取り、年金関係機関への照会等により児童扶養手当返還額の未納

の防止に努めているが、手当受給者全体の人数が多いことから、毎年数名程度の未納者が発生している。 

○公的年金給付は遡及する場合も多く、児童の年齢到達等により資格喪失した者への聞き取りの機会がない

場合や転出により接触が困難な場合もある。 

 

各府省からの第１次回答 

公的年金制度は、老齢や障害等の保険事故が発生したことにより、稼得能力を喪失し、または減退した者が、

その後の生活を維持できるように所得保障を行うことを目的としているものであり、年金の給付を受ける権利

は、譲り渡すことのできない一身専属のものであると規定されている。このような規定が設けられている趣旨は、

受給権者の生活を保障するために年金の給付を受ける権利を保護するというものであり、もしこのような規定が

ない場合には、仮に他法の規定に基づく処分を実施するためであったとしても、受給権者の生活を維持するとい

う年金法制度における基本的な趣旨が損なわれるおそれがあると考えられることから、年金の給付を受ける権

利を譲り渡すことは、国民年金法第 24 条及び厚生年金保険法第 41 条第１項の規定により禁止されているとこ

ろである。このため、受給権者の年金支給額のうち、児童扶養手当の返還額に相当する額を本人に支給せず

に、児童扶養手当の実施機関に譲渡することはできない。 

通番９
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